



























































































沿岸域管理の対象 対象地域,対象者 管理の方針 管理の手法




不特定多数の利用 広域 新たな管理主体の設置 経済的手段の利用
非地域住民主体 最適利用を図るシステム設定 ゾーニング
特定少人数利用への移行促進 エコツーリズム
(利用形態の変更）
公園管理手法の応用
関係者参加
中公園管理局（ＧＢＲＭＰＡ）の発展過程や組織。制度を研究した。そして一元的管理を行う管理主体
は，管理する海域に本部を持つ独立した組織であり，財政的独立と計画樹立に専念することで管理が
実現することを実証した。
ＧＢＲＭＰＡとカリフォルニア州の沿岸域管理はいずれも質の高い沿岸域管理を住民運動が支えてい
る。沿岸域管理における住民参加と沿岸域管理の成立の間の因果関係を分析した。
以上，本研究は沿岸域管理の現状と最近の動向を社会経済学的に分析し，こうした沿岸域の問題を
解決する日本国内の沿岸域管理あり方とその構造について解明することで，沿岸域の総合的管理とそ
の管理主体の要件を明らかにした。また広域とコミュニティーレベルの狭域の２段階の管理方式や，
不特定多数の利用の管理を始め，沿岸域利用の社会経済学的分析を基に管理する手法の必要性が高い
ことや，社会的費用論や外部不経済論だけではなく，沿岸域の環境の価値や便益を積極的に評価する
沿岸域管理のアプローチの可能性を示した。
Aibstract
Thecoastalzoneisthemterfacebetｗｅｅｎｔｈｅｌａｎｄａｎｄｔｈｅｓｅａａｎｄｉｔｓｉｍｐｏrtancecannot
beunderestimatedeitherecologicallyoreconomically・However,thecoastalzoneinJapan
isbeingdestroyedbycoastaldevelopmentsandtheincreasingpressuresofnon-industrial
utilizationofthiszone,mostlyrecreationaluse,ｉｓｈａｖｉｎｇａｎａｄｖｅｒｓｅｉｍｐａｃｔＴｈｅｌａｃｋof
comprehensivecoastalmanagementalsocausesseriousconflictamongstusergroups･Despite
this，ｏｎｌｙａｆｅｗｓｔｕｄｉｅｓｈａｖｅｓｏｆａｒｂｅｅｎｍａdeofcoastalzonemanagementinJapan
Furthermore，littleattentionhasbeenglventointegratedmanagementinthelocalregion
Thepurposeｏｆｔｈｅｓｔｕｄｙｉｓｔｏｐｒｏｐｏｓｅａｖｉｅｗｏｆｃｏastalzonemanagementandpresent
itsinstitutionalevaluationforsustainableuse・Ｔｈｅｆｉｎｄｉｎｇｓｏｆｔｈｅｓｔｕｄｙｓｈｏｗｔｈａｔｔhe
establishmentofanauthoritytoprovideintegratedcoastalzonemanagementisnecessary
inJapanltisａlsoproposedthatthemanagementshouldbecarriedoutattwodifferent
levels,atthecommunitylevelandattheprefectureleveLtokeepabalancebetweenlocal
userandnon-localusers・
Asocio-economicstudysuchastheevaluationofthebenefitsfromthecoａｓｔａｌｚｏｎｅｉｓ
９
･ ･
stronglyrecommendedtoallocatethecostofsuchmanagement・Todemonstratethis，a
casestudyonbirdervisitationsatHigurajimawascarriedoutTheresultsshowthat
consumersurplusisapproximatelyl4,420,000ｙｅｎｐｅｒｙｅａｒ．
学位論文の審査結果の要旨
本論文は沿岸域管理システムに関する体系的な研究を試みたものであり，わが国にはまだこのよう
な体系的研究は少なく，パイオニア的な研究と位置づけられる。敷田氏は社会環境の重要な一部であ
る沿岸域の利用と管理について，その歴史的経緯と現況との綿密な吟味を踏まえつつ，析出した諸問
題を社会科学の視点から考察し，望ましい沿岸域管理システムについて政策的提言にまで踏み込んだ
体系化を試みており，高く評価できる。
所有権が不明確であり，経済学的には共有財としての’性格を有する沿岸域の利用をめぐり，既存の
諸法による権利関係，管理省庁の権限や政策等に由来する摩擦，地元と非地元との拮抗関係，市場メ
カニズムを中心とする経済学的アプローチの問題点と限界の指摘など，内外の多大な文献の検討に基
づく広範な視点からの議論はきわめて説得的に展開されている。
従来この分野の研究では外部不経済の発生を協調した現状の批判的議論に終始するものが多いのに
たいして，敷田氏の基本的発送は，自然の保全とバランスのとれた持続的利用という点にあり，沿岸
域利用のコストと共にその価値を評価し，望ましい管理につなげようと試み，これが本論文の基本的
特徴となっている。その具体例として舳倉島におけるバードウオッチャーをとり上げ，消費者効用の
観点から環境の経済的価値の評価を行った。消費者効用の客観的推定はまだ方法論的に確立されてお
らず，推定結果については問題もあるが，実証的迫力に富んでおり，こうした試みは環境価値の評価
による実体的な費用対便益分析の適用の可能性と方向性を模索したものとして評価できよう。
またグレートバリアリーフの管理に関する研究は国際的経験から学んで，将来の日本の沿岸域管理
のあり方を考察するというグローバルな視覚が示されており，スケールの大きさを感じさせる。
このような考察を踏まえて，敷田氏は日本の沿岸域に関する広域と狭域の二重の管理システムを提
案しており，これは説得力に富んだ提言となっている。
敷田氏は既に日本沿岸域学会会誌（レフェリーつき）に論文を発表しており，本研究科における研
鑛を通じて研究者としての実力を有するに至ったと判断される。
以上のような評価に基づき，本研究科の博士申請論文として十分高い評価が可能であると判断する
次第である。
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